
公正取引委員会内ネットワークの最適化計画概要

現行

ユーザ管理サーバ×6 グループウェアサーバ×４

本局6号館

回線（128kbps(一部512kbps))

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱｻｰﾊ゙ｻｰﾊﾞ
（1台）

問題点

○ 各拠点毎のサーバ配置のため維持コスト高

○ 老朽化による故障頻度の高まり

ユーザ管理サーバ
１又は2台
（ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ兼用） ・・・

地方事務所等
ｻｰﾊﾞ合計台数：２５台（ユーザ管理兼ファイルサーバ８台，ユー

ザ管理サーバ８台，ｸﾞﾙｰﾌ゚ ｳｪｱｻｰﾊﾞ８台，ファイルサーバ1台）

サーバ台数
合計：10台

ユーザ管理サーバ×２ グループウェアサーバ×４

本局6号館

回線（１．５～１０Mｂｐｓ）

・・・

地方事務所等
ｻｰﾊﾞ合計台数：９台（すべてファイルサーバ））

サーバ台数
合計：６台

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ1台 ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ1台 ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ1台

最適化後

１(1)(2)
ユーザ管理サーバ，
グループウェアサー
バの統合

データのバッ
クアップ兼予
備のユーザ管
理サーバ２災害対策

1(3)拠点間回線の見直し

１０拠点
１０拠点
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公正取引委員会内ネットワーク（共通システム）最適化計画 

 

２００５年（平成１７年）８月３１日 

公正取引委員会行政事務電子化推進委員会決定 

 

第１ 業務・システムの概要 

公正取引委員会が現在保有するネットワークは，本局中央合同庁舎第６号館

（以下「６号館」という。）と８ヶ所の地方事務所等（北海道事務所，東北事務

所，中部事務所，近畿中国四国事務所，近畿中国四国事務所中国支所，近畿中国

四国事務所四国支所，九州事務所及び沖縄公正取引室），本局中央合同庁舎第２

号館（以下「２号館」という。）及び国会控室の計１１拠点をＩＰ－ＶＰＮ網等

で結んだネットワークが１つあるだけであり，特定のシステムのための別のネッ

トワークはない。 

公正取引委員会内ネットワークでは，インフラ系システム，グループウェアシ

ステム，電子申請・公開システム等の主要なシステムの設備はすべて６号館に設

置されている。これらのシステムは構内ネットワーク（以下「ＬＡＮ」という。）

で結ばれ，各地方事務所等とはＩＰ－ＶＰＮ網等を通じて接続されている。地方

事務所等のＬＡＮはユーザ管理サーバ，ファイルサーバ，グループウェアサーバ，

職員が使用するクライアントＰＣ等からなる簡素な構成になっている。 

公正取引委員会内ネットワークは，構築時点は最適なものとして整備が図られ

たものであるが，その後設備の老朽化，組織の拡大，業務の増大，技術の進歩，

より高い信頼性・安全性の確保の必要性といった点を考慮すれば，現時点では最

適な設備とはいえない。 

公正取引委員会内ネットワーク最適化に当たっては，「電子政府構築計画」（２

００３年（平成１５年）７月１７日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議

決定。２００４年（平成１６年）６月１４日一部改定）や「共通システムの見直

し方針」（２００４年（平成１６年）３月２５日行政情報システム関係課長連絡

会議了承）に掲げられた目標・理念の達成を念頭において実施する。 

共通システムの見直し方針において，府省内ネットワークの最適化に当たって

は以下の３項目を方針とするべきとされている。 

① ＬＡＮシステムの統合・集約化・共用化 

② 電子メールシステム，電子掲示板等の統一化，運用管理業務の集中化 

③ 霞が関ＷＡＮ及び総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の活用 

公正取引委員会内ネットワークに関しては，これらの方針のうち②と③につい

ては既に達成されている。また①についても，一府省あたり１ＬＡＮシステム及

びネットワーク回線集約の目標は達成されている。従って公正取引委員会内ネッ

トワークの最適化に当たってはサーバ等機器の集約化・共用化を進めることを基

本方針とする。 
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第２ 最適化の実施内容及びその効果 

公正取引委員会内ネットワークは次に掲げる最適化を実施する。これにより，

最適化完了後，年間約４，２００万円の経費のうち年間約５００万円（試算値）

節減，年間延べ約１０日（試算値）の業務処理時間の短縮が見込まれる。 

  

１ システムの集約化 

ユーザ管理システム及びグループウェアシステムについて，拠点ごとに配置さ

れているサーバを統合するとともに，サーバ統合の前提となる本局と地方事務所

等各拠点間を結ぶ回線（以下「拠点間回線」という。）の増速を行う。 

 

(1) ユーザ管理サーバの統合 

ア 現状 

公正取引委員会のユーザ管理システムでは，本局及び地方事務所等の拠点

ごとに複数のサーバを分散配置している（サーバの合計台数は２２台）こと

から，維持にかかる経費が高くなっている。 

また，サーバ本体についても老朽化が進んでおり，故障頻度が高まってい

るほか，交換用の部品の製造も終了しており，故障時には修理されない可能

性がある。 

 

イ 実施内容 

上記問題を解決するため，平成１８年度第２四半期から第３四半期にかけ

て各拠点に配置しているユーザ管理サーバを６号館に統合・更改する（地方

事務所等にはユーザ管理サーバを設置しない。）。 

また，現在，各地方事務所等のユーザ管理サーバはファイルサーバも兼ね

ているところ，ユーザ管理サーバの統合に併せてファイルサーバを統合する

場合，拠点間回線を通じてやりとりされるデータ転送量が大きくなることか

ら拠点間回線を大幅に増速する必要があるが，これには相当なコストがかか

るため，拠点間回線については，ユーザ管理サーバの機能に対応できるもの

として，現在の回線から高速かつ低廉な回線に切り替え（後記「(3) 拠点間

回線の見直し」参照。），ファイルサーバを地方事務所等ごとに計８台設置す

ることとする※。 

 

ウ 効果 

当該統合によりサーバは１２台削減され，これによって年間約１３０万円

の経費節減効果が見込まれる。また，故障対応等にかかる職員の業務処理時

間を年間約７日軽減することができる。 

                                                 
※ サービス品質に保証のある高速な回線を利用した上でファイルサーバを本局に統合するよりも，保証のない高速かつ低廉な
回線を利用して各地方事務所等にファイルサーバを設置した方が費用対効果の観点からは優れている。 
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(2) グループウェアサーバの統合 

ア 現状 

公正取引委員会のグループウェアシステムでは，ユーザ管理システムと同

様各拠点に複数のサーバを分散配置している（サーバの合計台数は１２台）

ことから，システムの維持にかかる経費が高くなっている。 

 

イ 実施内容 

上記問題を解決するため，平成１９年度に各拠点に配置しているグループ

ウェアサーバを６号館に統合・更改する。 

具体的には，６号館にメールサーバ及び電子掲示板用サーバをそれぞれ２

台ずつの計４台設置する。 

 

ウ 効果 

サーバを８台削減することにより，年間約３３０万円の経費節減効果が見

込まれる。また，故障対応等にかかる職員の業務処理時間を年間約３日軽減

することができる。 

 

(3) 拠点間回線の見直し 

ア 現状 

現在，公正取引委員会の拠点間回線はＩＰ－ＶＰＮ網等で構成されており，

各地方事務所等からの回線速度は１２８ｋｂｐｓ（一部５１２ｋｂｐｓ）と

なっている。 

 

イ 実施内容 

平成１８年度第１四半期に，拠点間回線を高速かつ低廉のものとし，それ

ぞれ１．５～１０Ｍｂｐｓの速度が期待できる回線に切り替える。 

 

ウ 効果 

回線の切替えにより通信コストとして，年間約２００万円の経費削減効果

が見込まれる。 
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２ 災害対策 

(1) 現状 

現在，公正取引委員会内ネットワーク上の電子データは定期的にバックアッ

プをとっているものの，バックアップデータの保管場所はオリジナルのデータ

のある場所と近接している（東京都内にＣＤ－ＲやＤＡＴなどのメディアを保

管）。このため，首都圏において地震などの大規模災害発生時には電子申請や

届け出など各種のデータが消失してしまうリスクがある。 

また，最適化によってユーザ管理サーバは６号館に統合されることになるが，

首都圏での災害発生等によりこれが停止した場合には本局だけでなく各地方

事務所等の職員も公正取引委員会内ネットワークが使用できず，業務に支障を

来たすこととなる。 

 

(2) 実施内容 

平成２０年度に，遠隔地に災害対策用のサーバを設置し，電子申請等につい

てのデータをバックアップとして保管する。また，災害時にユーザ管理サーバ

として機能させる。 

 

(3) 効果 

経費は年間約１６０万円増額するが，大規模災害等により公正取引委員会内

ネットワークが損害を受けた場合でも，重要なデータが消失するリスクを低下

させることができるほか，本局のユーザ管理システムが停止した場合でも地方

事務所の職員は公正取引委員会内ネットワークを利用できる。 

 

３ その他 

本最適化計画は，それまでの実施状況や市場・状況の変化を踏まえ，必要に応

じ見直すものとする。 

 

 

第３ 最適化工程表 

   別添１「公正取引委員会内ネットワーク最適化工程表」のとおり 

 

 

第４ 現行体系及び将来体系 

   別添２のとおり 



 

別添１ 

 

 

公正取引委員会内ネットワーク最適化工程表 

 

実施項目 平成 17

年度 

平成 18 年

度 

平成 19 年

度 

平成 20 年

度 

１(1)．ユーザ管理サ

ーバの統合 

 

 

             

１(2)．グループウェ

アサーバの統

合 

 

             

1(3)．拠点間回線の見

直し 

 

 

             

２．災害対策 

 

 

             

 

 

※参考 

本文書に記載された本最適化計画が実施された場合の経費の節減効果及び業

務処理時間の短縮効果は現行のネットワーク規模を前提とした試算値であり，

実際の効果は変動しうる。 

検  

討  

構

築  
運用 

検  

討  

構築 
運用 

検

討

構

築  
運用 

契

約

検  

討  運用 



 

別添２ 

 

 

業 務 説 明 書 

 

 

(1) 目的・機能 

  公正取引委員会が現在保有するネットワークは，電子メールや電子掲示板

等のグループウェア機能のほか，業務システムの機能も有し，公正取引委員

会の本局，地方事務所等を接続するネットワーク及びそれに付随したネット

ワーク機器，サーバ機器等から構成されており，公正取引委員会の保有する

業務・情報システムの通信基盤として位置付けられる。同ネットワークは，

公正取引委員会の職員個人に高度な情報処理環境を提供することにより，行

政事務の高度化，効率化を図ることを目的としている。 

 

(2) 管理・運用体制 

  公正取引委員会内ネットワーク管理・運用体制（別紙１） 

 

(3) 技術体系 

 ア 現行体系 

    ネットワーク構成図（別紙２） 

ソフトウェア構成図（別紙３） 

    ハードウェア構成図（別紙４） 

 イ 将来体系 

    ネットワーク構成図（別紙５） 

 

 

(4) 公正取引委員会内ネットワークの機能の概要 

 ア ユーザ管理機能 

   公正取引委員会内ネットワークの利用者のアクセス権限を制御する。こ

れにより職員以外の者が公正取引委員会内ネットワークにアクセスしたり，

職員が職務以外のデータやシステムにアクセスするのを防ぐ。 

 

 イ グループウェア機能（電子メール・電子）掲示板 

   電子メールや電子掲示板により，職員間，あるいは職員と外部の者との

コミュニケーションの円滑化及び情報の共有化を図る。電子メールのデータ



 

自体はメールサーバで集中管理する形態をとっている。 

 

 ウ ファイルサーバ機能 

   各種ドキュメント・データを電子データの形式で共有のファイルサーバ

上で保管することにより，データの検索及び２次利用を容易にすることがで

きる。現在各部局（官房・経済取引局・審査・特別審査部）及び地方拠点（北

海道・東北・中部・近畿・中国・四国・九州・沖縄）ごとにファイルサーバ

が設置されている。 

 

 エ セキュリティ関係機能 

   公正取引委員会内ネットワークのセキュリティ対策として，コンピュー

タウィルス不正侵入に対する各種の措置が採られている。具体的には，以下

の措置が採られている。 

  ・コンピュータウィルス対策 

  ・侵入検知サービス 

  ・ファイアウォール 

  ・資産管理・修正プログラムの配布 

 

 オ 外部ネットワークとの接続 

   現在，インターネット等の回線は１．５Ｍｂｐｓの回線で接続されてい

る。また，他の官公庁や地方公共団体のネットワークとは，霞が関ＷＡＮを

通じて１０Ｍｂｐｓで接続されている。外部ネットワークとの接続回線には

併せてファイアウォール，ウィルス検知といったセキュリティ上必要な措置

が採られている。 



公正取引委員会内ネットワーク 管理・運用体制

運用管理者
官房総務課長

松尾 勝

運用管理担当
情報システム室

課長補佐
飯塚 広光

情報システム係長
中村 英樹

各課室 システム担当者
各課室等に1名

保守・運用支援業者
（外部委託）

別紙１



公正取引委員会システム現行体系 ネットワーク構成図
本局（合同庁舎6号館）

ファイル
サーバ

ユーザ管理
サーバ

ユーザ管理
サーバ

端末
130

官房

ファイル
サーバ

ユーザ管理
サーバ

ユーザ管理
サーバ

経済取引局

ファイル
サーバ

ユーザ管理
サーバ

ユーザ管理
サーバ

審査局

インフラ系

端末
180

端末
120

掲示板

ハブサーバ

メールサーバ１

メールサーバ２

グループウェア系

ﾌｧｲｧｳｫｰﾙ

ｺﾝﾃﾝﾂﾌｨﾙﾀ

ﾌﾟﾛｷｼ

ﾌｧｲｧｳｫｰﾙﾌｧｲｧｳｫｰﾙ

メールサーバ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
へ

１．５Mbps

インターネット
接続

霞が関WAN接続

霞
が
関
Ｗ
Ａ
Ｎ

へ

１０Mbps

外部ネットワークとの
接続

ＤＮＳ

ＤＮＳ

ネットワーク監視 メール中継

ＩＴ資産管理

ネットワーク・セキュリティ系

ＩＰ－ＶＰＮ網

２Ｍｂｐｓ

３Ｍｂｐｓ

ユーザ管理
サーバ

ファイル
サーバ

本局（合同庁舎２号館，
特別審査部）

端末
110

グループウェア

端末
10

ユーザ管理
サーバ

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ

端末
20

ﾕｰｻﾞ管理
兼ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

各地方事務所

北海道 東北 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

128kbps 128kbps 512kbps 512kbps128kbps 128kbps512kbps 128kbps

ﾕｰｻﾞ管理
兼ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

128kbps

政府委員室

端末
5

審決ＤＢシステム

電子申請・公開系

電子政府系システム
総合文書管理システム

ル
ー
タ

ル
ー
タ

ルータルータ

ルータ

ユーザ管理
サーバ

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ

端末
20

ﾕｰｻﾞ管理
兼ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ

ユーザ管理
サーバ

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ
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ﾕｰｻﾞ管理
兼ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ

ユーザ管理
サーバ

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ

端末
25

ﾕｰｻﾞ管理
兼ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ

ユーザ管理
サーバ

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ

端末
45

ﾕｰｻﾞ管理
兼ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ

ユーザ管理
サーバ

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ

端末
15

ﾕｰｻﾞ管理
兼ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ

ユーザ管理
サーバ

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ

端末
25

ﾕｰｻﾞ管理
兼ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ ルータ

ルータ

別紙２

ｳｨﾙｽ検知



公正取引委員会内ネットワーク 現行体系 ソフトウェア構成図
（代表例）

•ＯＳ

•グループウェアソフト
（クライアント）

•オフィスソフト

•ウィルス検知ソフト

クライアントPC

・ＯＳ

・グループウェアソフ
ト

・ウィルス検知ソフト

・バックアップソフト

・電源管理ソフト

グループウェア／

メールサーバ

・ＯＳ

・バックアップソフト

・電源管理ソフト

ユーザ管理サーバ

・ＯＳ

・電源管理ソフト

メール中継サーバ

・ＯＳ

・バックアップソフト

・電源管理ソフト

ファイルサーバ

・ＯＳ

・ファイアウォールソ
フト

・電源管理ソフト

FW(霞が関WAN用）

・ＯＳ

・ファイアウォールソ
フト

・電源管理ソフト

FW(インターネット用） IT資産管理システム

・ＯＳ

・資産管理ソフト

・電源管理ソフト

・ＯＳ

・ウィルス検知ソフト

・電源管理ソフト

・ネットワーク監視ソ
フト

ネットワーク監視
サーバ

・ＯＳ

・コンテンツフィルタ
リングソフト

・電源管理ソフト

コンテンツフィルタ

ＯＳ

・ウィルス検知ソフト

・電源管理ソフト

ウィルス検知サーバ DNSサーバ

・ＯＳ

・ウィルス検知ソフト

・電源管理ソフト

別紙３

（注）ソフトウェア名については記載していない



公正取引委員会内 ネットワーク 現行体系 ハードウェア構成図（代表例）

グループウェア・
メールサーバ

CPU

メモリ

HDD

CD-ROM

DAT

ユーザ管理

CPU

メモリ

HDD

CD-ROM

DAT

＊うち8台はファイルサーバ
機能も兼ねている
＊うち8台はファイルサーバ
機能も兼ねている

ファイルサーバ

CPU

メモリ

HDD

CD-ROM

DAT

ｸﾗｲｱﾝﾄ（パソコン）

CPU

メモリ

HDD

CD-ROM

FDD

メール中継サーバ

CPU

メモリ

HDD

CD-ROM

DAT

FWインターネット用

CPU

メモリ

ＨＤＤ

ネットワーク監視

CPU

メモリ

HDD

CD-ROM

DAT

DNS

CPU

メモリ

HDD

CD-ROM

DAT

IT資産管理

CPU

メモリ

HDD

CD-ROM

DAT

FW（霞が関WAN用）

CPU

メモリ

HDD

コンテンツフィルタ

CPU

メモリ

HDD

CD-ROM

DAT

ウィルス検知サーバ

CPU

メモリ

HDD

CD-ROM

DAT

別紙４

（注）スペックについては記載していない



公正取引委員会システム将来体系 ネットワーク構成図

本局（合同庁舎6号館）

ファイル
サーバ

端末
130

官房

ファイル
サーバ

経済取引局

ファイル
サーバ

審査局

インフラ系

端末
180

端末
120

メールサーバ１

メールサーバ２

グループウェア系

ﾌｧｲｧｳｫｰﾙ

ｺﾝﾃﾝﾂﾌｨﾙﾀ

ﾌﾟﾛｷｼ

ﾌｧｲｧｳｫｰﾙﾌｧｲｧｳｫｰﾙ

メールサーバ

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
へ

1.5Mbps

インターネット
接続

霞が関WAN接続 霞
が
関
Ｗ
Ａ
Ｎ

へ

１０Mbps

外部ネットワークとの
接続

ＤＮS

ＤＮＳ

ネットワーク監視 メール中継

ＩＴ資産管理

ネットワーク・セキュリティ系

１０～２０Mｂｐｓ

5～10Mbps

ルータ

本局（合同庁舎２号館，
特別審査部）

端末
110

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

各地方事務所

北海道 東北 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

5～10Mbps

1～５Mbps

政府委員室

端末
(5)

5～10Mbps 5～10Mbps 5～10Mbps 5～10Mbps １～５Mbps 5～10Mbps １～５Mbps

ユーザ管理
サーバ

ユーザ管理
サーバ

ﾃﾞ ﾀーのﾊﾞｯｸ
ｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ

＆
ﾕｰｻﾞ管理

ｻｰﾊﾞ（緊急）

審決ＤＢシステム

電子申請・公開系

電子政府系システム
総合文書管理システム

ル
ー
タ

ル
ー
タ

ルータ

ファイル
サーバ

(

20
）

端
末

ルータ

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

（40
）

端
末

ルータ

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

（20)

端
末

ルータ

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ

ルータ

（45
）

端
末

（25
）

端
末

（15
）

端
末

（25
）

端
末

（10
）

端
末
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ｳｨﾙｽ検知

掲示板１

掲示板２

＊回線速度については期待値である


